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第１章 目　　　的

地　　積
（単位：ha）

第２章 地域の所在及び現況

第１節 地域の所在

〃

34.6

小計

34.4

34.3

岩手県奥州市江刺梁川地内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃
  本地区は、奥州市江刺の北東部に位置し、一級河川広瀬川右岸沿いに形成された丘陵部に散在する水田地帯である。
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃
　本地区の水田の整備状況は、昭和30年代の猿ヶ石開拓事業及び昭和40年代の非補助土地改良事業により整備されているが、区画は5～10aと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃
小区画かつ不整形であり、農道も2.0～3.0mと狭少なため、農業機械の作業効率の低下をきたしている。また、水路は用排兼用の土水路が多
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃
く、断面が狭小で深さも浅く十分な排水機能を果たしていないため、水田の汎用化が行えない状況である。これらのことから、効率的な農業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃
生産を行うことが困難であり、担い手の育成及び農地集積の妨げになっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃
　以上の問題を解決するため、本計画により農業基盤を整備することにより、農作業の効率化と労力経費の節減を図り、担い手農家への農地
                                                        〃
集積を推進し、地域活性を目指すものである。

42.60.3

0.2
奥州市

－ 7.51.3 43.4

山林原野

7.3

合　計

0.7

現況地目

－1－

その他
市町村名

水　田 普通畑 樹園地

　　　　　　〃

〃

上段：変更後

下段：変更前



第２節 現　　　況

第１項　地形、地質及び土壌

第２項　気　　象

〃

（１）　一般気象 （岩手県農林水産部農村計画課　計画樹立参考資料　平成31年3月版　P108～P109）

計
〃 〃 〃 〃
5 8 9 4

〃 〃 〃 〃 〃
－ － － － －
〃 〃 〃 〃 〃
4 28 11 1 181

〃
NW

〃

〃

mm

〃

日

日

観 測 所 名

最多風向発生時期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃
　本計画地域は、奥州市江刺の北東部に位置し、一級河川広瀬川沿いにある標高500m前後の低山地に囲まれた地域である。地形
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃
は、河川に沿う東西方向に１／11程度の急な傾斜を形成しており、標高は140～180ｍである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃
  地質の母材は、非固結水成岩、土壌は強グライ土壌強粘土斑鉄型(D31)、黄褐色土壌強粘土型(181‐2)、礫質土壌粘土型（K96）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃
である。

最大風速発生年月日

ｍ/ｓ

日間

最 多 風 向
16.2

（風　向） （

最 大 風 速

日月 　

～ 月

43

〃

月

日

132

日

日間

89

日

～

〃

無 霜 期 間

－

　

〃

日月

－

根 雪 期 間

基準年（日）

〃

降 水 日 数

mm

℃

〃〃
－

mm

472.3

日平　均（日）

観 測 期 間 ～

降　水　量

平　均　気　温　（℃）
〃 〃

平　均（mm）

基準年（mm）

mm

－ －

708.3

月 ～

〃

〃

－

mm

21.0
〃

H20～H29年
月

〃

月

1,180.6

〃
11.4

℃

mm

6.7

）

日

日

月～　月

〃

非かんがい期かんがい期
備 考

又 は 平 均月

℃

－2－

上段：変更後

下段：変更前

江刺気象観測所
〃



（２）　特殊気象
〃

（計画樹立参考資料　平成 31年3月版　P100～P101）

発生 発生 発生 発生 発生

確率 確率 確率 確率 確率

〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

1 1 1 1

184 - 139 101 135 81 130 62 115 27

（岩手県農林水産部農村計画課　計画樹立参考資料　平成31年3月版　P108～P109） 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

1 1 1 1 1
48.5 68 46 50 45 44 39 21 39 21
〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

1 1 1 1 1
91 191 75 41 74.5 39 74.5 39 74 37
〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

1 1 1 1 1
251 623 217 182 210 140 209 135 194 77
〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

1 1 1
41 ･･ 38 ･･ 37 876 31 50 29 23

最大３日連続雨量

S23

11/4

S23

8/11

〃〃

年月日時 数量

〃〃

H2

数量 年月日時

〃

8/17

〃

S30.9.6

〃
S47
8/3

〃

8/31

7/207/18

8/10
〃

最大連続旱天日数

（mm）
〃

〃

6/30

〃

7/17

〃

〃

10/6
〃

S18

H20

9/16

10/5

H11

8/27
H26.5.1

7/28

S39
〃

S23
10/5

T9

（日）
S59

S23

S3

３位

S23

〃〃

H10

S37

〃

〃

H20

年月日時

備　考

数量

５位

年月日時

４位

S62

〃

〃
米里気象観測所

（mm）

（mm）

S43

7/28

１位

〃

H2

〃

9/16

２位

〃

最大時間雨量

年月日時

最大日雨量

観 測 所 名

数量

〃

観 測 期 間

数量

H20

M42年～H29年

最大4時間雨量
7/2811/4（mm） 7/28

H20H2

〃

7/26

上段：変更後

下段：変更前

－3－

11/4



第３節 水 利 状 況

（計画樹立参考資料　平成 31年3月版　P100～P101） 第１項 用水状況

〃

　
地かんがいしている。

〃
　地区内の小用水路は、土水路で断面も一定ではなく、用排兼用となっている。そのため、漏水による用水の損失や崩落等による

通水障害も生じており、水管理及び維持管理等に多大な労力と経費を費やしている状況である。

第２項 排水状況

〃

　本地区の排水は、地区内の小排水路を経て一級河川広瀬川に自然排水する。

〃
　地区内の小排水路は、用排兼用で水路底が浅く、地表排水のみが排水可能であるため、水田の汎用化が行えない状況である。また、大部分は

土水路で断面も一定ではなく、降雨時には溢水するなど、維持管理に多大な労力と経費を費やしている状況である。

第４節 営農状況
専業別農家数及び平均経営耕作面積

項　目 第二種
 戸　数 計 計

〃
戸 戸 戸 戸 ha ha ha ha 農業振興地域

過疎地域
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 〃

振興山村
〃

戸 戸 戸 戸 ha ha ha ha 都市計画

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

R2農林業センサス
H27農林業センサス

0.00.6 S48年度

25.048.1

割　合 23.7

0.8

100

〃

- -

　本地区の用水は、田瀬ダムを水源とする国営かんがい排水事業猿ヶ石地区北部幹線用水路から分岐している新地野支線用水路により、

地 域 指 定 等

807

10.4
S44年度

一
戸
当
た
り
平
均
経
営
耕
地
面
積31.5

54

100
-

奥
州
市

専　業

S45年度

H12年度

兼　業

5,133

兼　業

第一種

-

75.0

1.33

100

88.0

1,851 7,791

17 11

〃-
20.4

0.2

0.0

戸　数

専
　
兼
　
業
　
別

戸　数

割　合

26

65.9

本
地
区

---

－4－

0.03

9.8

その他田

-

上段：変更後

下段：変更前

100.0

0.7-

- 〃

1.69.788.7

1.85

50 0.7

1.17

〃

2.2100

- -

- 〃

- 〃0.181.64

普通畑

0.13

--



経営農用地広狭別農家数

〃　 ａ

第５節 地域環境の概況

面　　積

団地当たり

－

以上

2,3981,00310,189 3741,028

-

5341,037

1.5ha 5.0ha

～～

3.0ha 自給的2.0ha

未満

-

1.0ha

1.0ha0.5ha

1,543

0.5ha

2,272

～
団地数

3.0ha1.5ha

～

-

一戸当たり

一戸当たり

平均耕地面積
受けるもの

農家

耕地の分散状況

の適用を

例外規程

経 営 農 用 地 広 狭 別 農 家 数

奥州市

区　分

農　家

総戸数

〃
　

　本地域は、農業集落排水事業などの実施によって河川汚濁からの水質保全に取り組み、自然環境の保全と背後の丘陵景観との調和に

配慮し、地域住民に潤いと安らぎの場を提供している。また、地域内には、「環境省レッドリスト」及び「いわてレッドデーターブッ

ク」に登載されている希少種及び希少種の食餌動植物等生育・生息に不可欠な種、良好な環境の指標となる種の生育・生息が確認され

ている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  〃

　地域ではそれらの生態系に配慮し、隣接する森林などの水源地の保全や、排水路の維持管理に取り組んでいる。

－5－

2.0ha

～

5.0ha

上段：変更後

下段：変更前

R2農林業センサス
H27農林業センサス

8,200 〃〃2,127 185 　 ａ----

－ 133－



第３章 基本計画

第１節 計画の要旨

〃

〃

生態系に配慮した計画とする。

事業計画一覧表

　 〃 〃 〃 〃

－6－

29.2
暗渠排水工

31.6
ha

　　　　　　　　　　　　　〃

土地の生産性を高める。

　　　　〃

種　　別 摘　　　　　　　　　　　　　　要

整 地 工

ｍ

ha
31.7

事　業　量

　吸水渠H＝0.6ｍ　φ50～60m/m、集水渠　H＝0.6ｍ　φ50～65m/m

的に実施し、農業生産性の向上を目指す。また、暗渠排水を施し、農地の汎用化を促進して、農作業効率の向上を図るとともに

区
 
画
 
整
 
理

　本計画により高生産性ほ場を造成することにより、区画形質の改善、用排水路と農道の整備、換地による農地の集団化を総合

6,051
6,188

上段：変更後

下段：変更前

耕区100ｍ×30ｍ＝30a

排水路工

　環境との調和への配慮として、近傍の類似環境地への移植や、生育・生息に支障がないような最小限の整備に努めるなど、

7,483
ｍ

　パイプライン（塩ビ管） VU300～VU75、VP200～100　　　　　　　　　　　　　　〃
　　　　　　　　　　　　　　　　〃

　　　　　　　　　　〃

29.3

7,463

6,006
用水路工

　小排水路　鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ排水ﾌﾘｭｰﾑ HF300*300～HF1800*1500

5,919
　支線道路 砂利道B=5.0（4.0）、B=4.0（3.0）

道 路 工

ｍ



第４章 工事又は管理の要領

第１節 工事の施工計画 〃

〃

第２節 管理の要領 〃

〃

　１． 農業用道路の管理は奥州市が行う。

〃

　２． 小排水路の管理は江刺猿ヶ石土地改良区が行う。

〃

　３． 用水路の管理は江刺猿ヶ石土地改良区が行う。

第３節 予定工期

　            令和８年度
　平成27年度～令和６年度

第５章 換地計画の要領
第１節 換地計画樹立の必要性

〃
　地区内は、小区画水田(10a)で農道幅員2.0m前後と狭小であり、大型農業機械の有効活用や農産物の円滑な搬出に支障をきたして

いるほか、地区内の用排水路は老朽化し維持管理に労力を要している。また、地区内の農地が細分・分散化しているため、担い手

の営農の効率化及び規模の拡大に支障をきたしている。
〃

　このような状況を解消し、効率的かつ省力的な営農を展開するため、ほ場整備を行うとともに、換地による集団化を図り、担い

手への作業受委託の促進、拡充を図り、担い手中心の生産性の高い農業を実現できるように換地計画を樹立する必要がある。

第２節 換地計画樹立の基本方針
第１項　従前地の地積の基準

〃

土地家屋調査士等の測量した実測図に、隣接所有者の同意書を添付して申出があった場合は、その申出地積とする。

　換地交付の基準とする従前土地の地積は、土地改良事業計画の決定の日の登記簿地積とする。但し､前述の日から１年以内に

　１.　工事は、全て県営事業により請負工事とする。

　２.　施工は、農業土木工事共通仕様書による他、特記仕様書による。

　施工後の諸施設の管理等は、奥州市及び江刺猿ヶ石土地改良区が行う。

上段：変更後

下段：変更前

－7－



第２項　農用地集団化の方針
　区分

換地区

〃 〃 〃

第3項　清算の方法

比例地積清算方式

第３節 土地改良法第５条第６項に規定する国有地等の編入承認に係る地積

（単位：ha）

公衆用道路

用悪水路

3.1

全工区 担い手別集団化

　　　　　　　　　　　　　〃
　予め特殊地の選定を行った後、各人の従前の土地が最も
密集した位置を基本とするが、育成すべき担い手の経営農
用地を中心として集積が図れるように配慮する。

1～3団地 移動畦畔

計
3.5
3.6

3.5

3.1

3.5
3.6

3.1
3.2

〃

合　　　計
公　用　公　共　用　地

〃
0.4

〃

－8－

用　　途 一般国有地
国有地 県有地 市町村有地 計

個　　人　　別　　換　　地　　の　　方　　法地帯別グループ
別団地の設定 区画畦畔の取り扱い一戸当り目標団地数位　　置　　の　　選　　択　　方　　法

3.6

下段：変更前

上段：変更後

3.2 3.2

〃

0.4 0.4



〃
第４節 非農用地の換地方法 該当なし

　（単位：㎡）

　

－9－

計

換地の手法
換地取得

換地区名
面　積（㎡）非農用地区域の位置の概略区　分 用　　途 備　考

予 定 者

上段：変更後

下段：変更前



第６章 費用の概算
単位：千円

事　業　名
備　考

地 元 負 担（15％）
市町村（10.0％） 農家（5％）

国費（55.0％） 県費（30.0％）

307,500 102,500 51,250

45,950505,450

事　務　費

－10－

91,900
計

919,000 505,450
563,750

275,700
1,025,000

45,950

項　目 総　事　業　費 負　担　内　訳

102,500 51,250307,5001,025,000

費　　目 金　　額

金　　額

事　業　費

工 事 雑 費

275,700
563,750

市町村（0％） 農家（0％）
地 元 負 担（0％）

（区画整理）
費　　目

経営体育成基盤整備事業
919,000

国費（0％） 県費（100％）

上段：変更後

下段：変更前

91,900



第７章 効　用

第８章 他の事業との関係

〃 ha %
県

%

%

第９章 計画概要図

別　添

H27～H31 13
〃 H27～R5 522 81105.0

農村地域防災減災事業　猿ヶ石北部幹線地区

－11－

112.0

前年度までの

異
　
種

進　 捗 　率

1.15
59,925 62,004 59,925 62,004 1.05

事業との関連

合　　　計
79,599 78,269 79,599 78,269

　総費用総便益比＝

区分 工　　期 事業費（百万円）事　業　名 事業主体

その他効果 3,605 〃 3,605

受益面積

〃
　　　　　　　　　　　（国産農産物安定供給効果）　 2,979 － 2,979 －

　　　　　　　　　　　（耕作放棄防止効果）　 59 － 59 －
農村の持続的発展に関する効果

－ －
〃　　生活環境整備効果 〃

〃 57 〃

農業経営向上効果（維持管理） △ 1,525 1,063 △ 1,525 1,063
〃

52,258 51,415 52,258
69,371 70,568

△ 1,240 1,337

69,371 70,568

△ 1,240

7,806 6,364 7,806 6,364
農業生産向上効果（作物効果） 6,997 8,683 6,997 8,683

区画整理（千円） 備　　　　考

区　分 便 益 額 所 得 額 便 益 額 所 得 額

項　目 全　　　　体（千円）

〃 〃
生産基盤保全効果（更新効果） － － － －

（非農用地等創設効果）　 

1,337

〃

〃 〃

57
－ －

農業経営向上効果（営農経費） 51,415

上段：変更後

下段：変更前

319



－12－

変更前



－13－

変更後


